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はじめに 

 

東京都消費生活対策審議会は、令和３年５月 20日、「東京都消費生活基本計画の改定につ

いて」知事から諮問を受けた。 

審議会は、この事項を短期間に具体的に審議するため、検討部会を設置した。また、現在

の基本計画は、東京都消費生活条例に基づく基本計画と消費者教育推進法に基づく都道府県

消費者教育推進計画を一体的に策定したものであるため、審議内容によって、部会である東

京都消費者教育推進協議会と合同で開催し審議を行った。部会においては、現在の基本計画

による取組の成果を踏まえ、消費生活をめぐる現状、更に、国等の動きも勘案しながら議論

を重ねてきた。 

今般、部会での３回の審議を経て、「中間のまとめ」として取りまとめた。 
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第１章 計画改定の基本的な考え方 

 

１ 基本計画のこれまでの経緯 

都は、都民の消費生活の安定と向上を図るため、昭和 50（1975）年 10 月に、東京都消

費生活条例（以下「条例」という。）にいち早く消費者の権利の確立を明確に定めるととも

に、平成９（1997）年２月に東京都消費生活基本計画（以下「基本計画」という。）を策定

し、国に先駆けて消費生活行政を総合的に推進してきた。 

その後、平成 20（2008）年８月と平成 25（2013）年３月に基本計画を改定し、取組を進

めてきた。 

一方、平成 24（2012）年 12 月に消費者教育の推進に関する法律（以下「消費者教育推

進法」という。）が施行され、平成 25（2013）年６月に閣議決定された「消費者教育の推進

に関する基本的方針」を踏まえ、都では、同年８月に東京都消費者教育推進計画（以下「消

費者教育推進計画」という。）を策定し、消費者教育を推進してきた。 

平成 30（2018）年３月には、消費者教育推進計画を基本計画の一部に位置付け、一体的

に策定した。 

この基本計画では、計画を推進していくに当たって特に留意すべき事項を、計画全体を

貫く３つの視点として位置付けるとともに、都政全般にわたる消費生活関連施策を５つの

政策の柱として取りまとめ、３つの視点に留意しながら積極的に消費生活行政を推進して

きた。 

 

２ 改定に当たっての基本方針 

今回、基本計画の改定に当たっては、新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」

という。）による影響も加味した消費生活をめぐる現状、国等の動向、現行計画における取

組や課題等を踏まえて、計画全体を貫く視点を更新するとともに、政策の体系の中に必要

な施策を盛り込んでいくべきである。 

 

３ 計画期間 

令和５（2023）年度から令和９（2027）年度までの５年間とする。 

その上で、新たな消費者問題の発生などの状況変化や国の動向を踏まえ、必要がある場

合には、この計画に新たな内容を盛り込み、又は見直しを行うことが必要である。 
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第２章 消費生活をめぐる現状 

 

１ 都の人口の動向 

（１）ますます進む高齢化 

 平成 27（2015）年の東京都の人口に占める高齢者人口（65歳以上人口）の割合（高齢化

率）は、22.7％であり、既に超高齢社会に突入している。今後も高齢化は進み、令和 22（2040）

年には 27.8％、令和 42（2060）年には 31.8％となる見込みである。なお、令和３（2021）

年９月 15 日時点の東京都の高齢者人口は、311 万６千人、高齢化率は 23.4％となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）高齢者単独世帯数の増加 

 高齢化の進行に伴い、世帯主の年齢が 65 歳以上の単独世帯は、平成 27（2015）年の 80

万世帯から、令和 17（2035）年には 100万世帯を超えることが見込まれている。とりわけ、

75歳以上の後期高齢者を世帯主とする単独世帯が増加傾向にある。 

 

 

 

 

［高齢化率の推移及び将来推計］ 

［都の「世帯主が 65歳以上の単独世帯数」の推移］ 

備考：2045年以降は東京都政策企画局による推計 

総務省「国勢調査」、東京都総務局「東京都の人口（推計）」等より作成 

 

備考：2020年以降は東京都政策企画局による推計 

   四捨五入しているため、内訳の合計が総数と一致しない場合がある 

 

総務省「国勢調査」等より作成 
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（３）在住外国人の増加 

都の在住外国人人口は令和３（2021）年 1月現在で約 55万人であり、新型コロナの感染

拡大の影響等により前年に比較して減少したが、近年は増加傾向が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［東京都の外国人人口と都の人口全体に占める割合］ 
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備考：1 各年 1月 1日時点 

   2 外国人人口は、平成 24年は外国人登録者数に基づく人口、平成 25年以降は住民基本台帳に基づく人口 

 

東京都総務局「東京都の外国人人口」及び「東京都の人口（推計）」から作成 
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２ 消費生活を取り巻く環境の変化 

（１）社会のデジタル化の進展 

ア インターネット利用の増加 

インターネットの利用状況は、全体としては８割を超え、13～59歳の各年齢層では９割

を超えている。現計画の策定前の平成 29（2017）年と令和２（2020）年を比較すると、60

歳以上の高齢者の利用率が顕著に増加している。また、インターネットを利用する機器は、

スマートフォンが約７割であり、パソコンを上回っている。 
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総務省「令和２年度通信利用動向調査」（令和３（2021）年６月） 

［インターネット利用機器の状況（個人）］ 

 

 

総務省「通信利用動向調査」から作成 

［インターネット利用状況（個人）］ 
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消費者に「インターネット上で利用しているもの」を聞いたところ、「情報収集（検索、

閲覧）」と回答した人の割合は約９割、「動画閲覧」、「買物」と回答した人の割合は約８割、

「SNSや電子メールなどを通じたコミュニケーション」と回答した人の割合は約７割となっ

ており、インターネット上でこれらが多く利用されていることが分かる。 

 

 

     

 

 

イ SNS利用者の増加 

 SNS利用者の割合は、全年齢層で増加し、特に 19歳以下や 60歳以上の年齢層での伸びが

大きくなっている。 

 

  

［ソーシャルネットワーキングサービスの利用状況（個人）］ 

総務省「令和２年度通信利用動向調査」（令和３（2021）年６月） 

消費者庁「令和３年版 消費者白書」（令和３（2021）年６月 

［インターネット上で利用しているもの］ 
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ウ ネットショッピング利用の増加 

インターネットの利用拡大に伴い、ネットショッピングの利用も増加している。 

 

 

 

 

 

エ キャッシュレス決済サービス利用の増加 

 民間消費支出に占めるキャッシュレス決済の割合が増加しており、これまで現金が大部分

を占めていた少額決済の領域においてもキャッシュレス決済が浸透している。 

 

 

 

 

 

 

［ネットショッピング利用世帯の割合の推移（二人以上の世帯）］ 

総務省統計局「2020年 家計消費状況調査 結果の概況」 

［民間消費支出に占めるキャッシュレス決済比率の推移］ 

㈱第一生命経済研究所「コロナ禍の中で浸透するキャッシュレス決済」（令和３（2021）年６月） 

［金額別（1,000円以下）の主な決裁手段（２つまで複数回答）（二人以上世帯）］ 

金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査（2020年）」（令和３（2021）年１月） 

クレジットカード 

現金 

（紙幣及び効果） 

電子マネー 
(デビットカード含む) 
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（２）持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた動き 

持続可能な開発目標（SDGs）は、平成 27（2015）年の国連サミットで採択され、平成

28（2016）年に発効した、令和 12（2030）年を年限とする国際目標であり、持続可能な

世界を実現するため、経済、社会、環境の諸課題に統合的に取り組む 17のゴールから構

成され、先進国を含む全ての国に適用される。 

SDGsへの関心は世界的な高まりを見せており、我が国においても、SDGs達成に向け実

施するべき具体的施策を盛り込んだアクションプランが平成 29（2017）年以降、毎年策

定されている。令和２（2020）年に決定された「SDGsアクションプラン 2021」では、デ

ジタルトランスフォーメーションの推進、令和 32（2050）年までに温室効果ガス排出を

実質ゼロにする、「2050カーボンニュートラル」への挑戦、持続可能な社会の創り手を育

む持続可能な開発のための教育（ESD）の推進等が盛り込まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［「持続可能な開発目標」における 17の目標］ 
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（３）新型コロナの感染拡大がもたらした変化 

ア ネットショッピングやキャッシュレス決済サービス利用の加速 

新型コロナの感染が拡大する前（令和２（2020）年 1月頃）と比べて、店舗やネットシ

ョッピングの利用について、行動がどの程度変わったか、また、変わりそうかに対する令

和２（2020）年６月、12月及び令和３（2021）年７月の回答では、ネットショッピン

グ、キャッシュレス決済サービスの増加が顕著である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （新型コロナウイルスの感染が拡大する前（2020年 1月頃）と比べて、行動がどの程度変わったか(変わりそうか） 

に対する各月の回答） 

㈱ニッセイ基礎研究所「2020・2021年度特別調査 第 5回新型コロナによる暮らしの変化に関する調査」 

（令和３（2021）年７月 20日） 

 

［店舗やネットショッピングの利用（単一回答）」2020年 6 月 n=2,062 2020 年 12 月＝2,069 2021 年 7 月＝2,487 
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イ ネットショッピングを利用して購入するものの変化 

令和２（2020）年のネットショッピングによる支出金額を項目別に前年と比較すると、 

新型コロナによる外出自粛などの影響を受けた「旅行関係費」が 51.7％、「チケット」が

54.2％と大幅な減少となった。一方で，これらを除く全ての項目で増加となり、「食料」及

び「家電・家具」が共に 55.9％の増加と最も増加率が高くなった。 

 

 

 

 

ウ オンラインによる学習機会の増加 

新型コロナの感染拡大の影響を受け、幅広い年齢層において、オンラインによる学習機会

が増加している。 

 

 

 

［オンライン学習の利用頻度の変化（年齢層別）］ 

消費者庁「令和３年版 消費者白書」（令和３（2021）年６月） 

［ネットショッピング支出金額の対前年名目増減率（二人以上の世帯）-2020年］ 

総務省統計局「2020年 家計消費状況調査 結果の概況」 

合計 食料 家電・ 
家具 

チケット以外の 

教養関係費 

贈答品 保険 保険・ 
医療 

衣類・ 
履物 

旅行 
関係費 

チケット その他 

（備考）1．消費者庁「消費意識基本調査」（2020 年度）により作成。 
    2．「インターネット上で利用しているものすべてお選びください」との問いで、「オンライン学習」を挙

げた人への「1 年前と比べて、利用頻度の変化を１つお選びください。」との問いに対する回答 



 

11 

エ 社会とのつながりの重要性に関する意識の高まり 

 新型コロナの感染拡大は、消費者の社会に対する意識にも変化をもたらしており、「地球環

境や社会問題は、決して他人事ではない」と感じる人の割合が増加している。 

 

 

 

 

 

オ エシカル消費に対する意識の変化 

 新型コロナ対策の自粛期間を経て、約３割が、エシカル消費をより意識するようになった

と回答している。 

 

 

 

 

 （株）電通「エシカル消費 意識調査 2020」（令和３（2021）年３月） 

（株）電通 「生活者のサステナビリティに関する意識調査」（令和２（2020）年 10月） 

［地球環境や社会問題は、決して他人事ではない］ 

より意識するようになり、行動に移している 
より意識するようになったが、行動に移すほどではない 

以前より意識しており、新型コロナウイルスが原因で意識の変化はない 
意識していない、意識しなくなった 

［新型コロナウイルス対策の自粛期間を経て、エシカル消費をより意識するようになりましたか。］ 
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カ 企業におけるサステナビリティの取組増加 

企業においても、サステナビリティの取組を今後の成長戦略の中で一層重要視するように

なっている。持続可能でレジリエントなサプライチェーン（※）の構築に向けて、これまで

の取り組みを「見直した」又は「見直す予定」と回答した企業は 62％に上っている。 

（※ レジリエントなサプライチェーン：非常事態に強く、早期の事態収束・復旧を可能とする、製品の原材料・部

品の調達から、製造、在庫管理、配送、販売、消費までの一連の流れ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ データ等から見る消費生活相談等の現状 

（１）相談件数の推移 

  消費生活総合センター及び区市町村の消費生活相談窓口に、令和２（2020）年度に寄せ

られた消費生活相談件数は 136,635件であり、依然として高い水準で推移している。 

 

 

 
東京都生活文化局「令和２年度消費生活相談概要」（令和３（2021）年７月） 

（一社）日本経済団体連合会「第２回企業行動憲章に関するアンケート調査結果【概要版】―ウィズ・コロナにおける企業行動憲
章の実践状況―」を基に作成 

［コロナを受けた持続可能でレジリエントなサプライチェーンの構築に向けた企業の取組見直し意向等］ 

 

［東京都と都内区市町村の相談件数の推移］ 

「東京都環境白書 2020」（令和３（2021）年１月） 
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［平均契約購入金額の推移］ 

（２）高齢者の相談件数の推移 

令和２（2020）年度の都内の契約当事者が 60歳以上の高齢者の消費生活相談件数は、約

４万２千件で、相談全体の約３割を占めている。平均契約金額は約 96 万円と、59 歳以下

の相談の平均金額 81 万円と比較して高額となっており、加えて、悪質性が高い「判断不十

分者契約」（※）についても、70歳以上の相談が 7割以上を占める。 

（※ 加齢に伴う疾病、精神障害や知的障害など、何らかの理由によって十分な判断ができない状態にある者の契約） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
(単位：千円） 

  平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

60歳以上 1,897 1,780 1,463 1,452 958  

59歳以下 1,000 1,056 1,088 985 810  

全体 1,320 1,347 1,260 1,179 888  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［高齢者の相談件数の推移］ 

「東京都生活文化局「令和２年度消費生活相談概要」（令和３（2021）年７月） 

［判断不十分者契約に関する相談件数（都内受付分）］ 

1,154 1,225 1,199 1,248 1,127 

255 
288 301 311 

236 

105 
123 106 105 

116 

1,514 
1,636 1,606 1,664 

1,479 

0

400

800

1,200
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2,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

70歳以上 70歳未満 不明

(件)

東京都消費生活総合センター調べ（令和３（2021）年８月時点） 

東京都消費生活総合センター「令和２年度消費生活相談年報」（令和３（2021）年９月）から作成 
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（３）若者の相談件数の推移 

令和２（2020）年度の契約当事者が29歳以下の若者の相談件数は17,582件で、前年度

（15,630件）から12.5％増加し、平成21（2009）年度から11年ぶりに１万７千件を超えた。

若者の相談件数が全相談件数に占める割合は12.9％と前年度より増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）外国語通訳を活用した相談件数の推移 

平成 30(2018)年度以降、外国語相談の受付件数は 100件超で推移している。 

 

 

 

88
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140

160

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

英語 中国語 韓国語 計

(件)

東京都生活文化局「令和２年度消費生活相談概要」（令和３（2021）年７月） 

［外国語通訳を活用した相談件数の推移］ 

東京都消費生活総合センター調べ（令和３（2021）年８月時点） 

［若者の相談件数の推移（20歳から 29歳、20歳未満別）］ 
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（５）危害・危険に関する相談件数の推移 

  商品等に関連して、身体にけがや体調不良等の危害を受けたという相談件数は、平成 28

（2016）年度から令和２（2020）年度までの５年間、1,800 件から 2,200 件までの間で推

移している。 

  また、危害を受けたわけではないが、そのおそれがあるという危険に関する相談は、300

件から 500件までの間で推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都消費生活総合センター調べ（令和３（2021）年９月時点） 

［危害・危険に関する相談件数の推移］ 
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（６）インターネット関連相談の推移 

令和２（2020）年度の「インターネット通販」に関する相談件数は 42,423件と前年度に

比べて 26.0％増加し、過去最高となった。なかでも「SNS」での広告をきっかけとしてトラ

ブルになるなど、何らかの形で「SNS」が関連している相談が増加傾向にある。 

契約当事者の年代別では 40 歳代、50 歳代が多いが、いずれの年代も増加しており、特

に 70歳以上の増加率が大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２年度 元年度 対前年度比

20歳未満 1,984 1,799 110.3%
20歳代 4,635 3,908 118.6%
30歳代 5,952 4,727 125.9%
40歳代 8,145 6,261 130.1%
50歳代 8,257 6,542 126.2%
60歳代 5,307 4,203 126.3%
70歳以上 4,385 3,270 134.1%
不明等 3,758 2,965 126.7%

計 42,423 33,675 126.0%

［インターネット通販の相談件数及び SNSが関連している相談が占める割合の推移］ 

東京都生活文化局「令和２年度消費生活相談概要」（令和３（2021）年７月） 

［インターネット通販に係る契約当事者の年代別件数（単位：件）］ 

東京都生活文化局「令和２年度消費生活相談概要」（令和３（2021）年７月） 

インターネット通販（架空請求を除く）    インターネット通販（架空請求） 
 
うち SNS が関連している相談が占める割合 
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（７）新型コロナ関連の相談 

  令和２（2020）年度に受け付けた新型コロナ関連の相談件数は、都内全体で 13,591件と

なった。相談は令和２（2020）年１月末から入り始め、国の緊急事態宣言が発出された４

月には最多となる 3,549 件の相談が寄せられた。これは、４月の都内消費生活相談全体の

28.8％となっている。相談件数は５月以降減少傾向が続いたが、12月は増加に転じ、再び

緊急事態宣言が発出された令和３（2021）年１月には更に増加したが、２月以降は減少傾

向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［新型コロナ関連の相談件数と各月の相談全体に占める割合の推移］ 

東京都生活文化局「令和２年度消費生活相談概要」（令和３（2021）年７月） 
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  新型コロナ関連相談(13,591 件)に関して、商品・役務の上位 10 位をみると、マスクな

どの「保健衛生品その他」に分類される相談が 2,995 件で第１位と最も多く、新型コロナ

関連相談の 22.0％を占めている。第２位はスポーツジムやヨガ教室などの「スポーツ・健

康教室」、第３位は特別定額給付金などに関する「他の行政サービス」、第４位は「結婚式」、

第５位は「賃貸アパート」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■商品・役務別の主な相談概要 

（ア）保健衛生品その他 
「注文した覚えのないマスクが届いた」といったマスクの送り付けに関する相談、

マスクの品不足や高価格に関する相談が寄せられた。 

（イ）スポーツ・健康教室 

感染の懸念から、スポーツクラブ等の休会や退会に際し、手数料、違約金が発生す
ることについての相談が寄せられた。 

（ウ）他の行政サービス 
  国の特別定額給付金支給に関する問合せや、持続化給付金の不正受給に関する相談
が寄せられた。 

東京都生活文化局「令和２年度消費生活相談概要」（令和３（2021）年７月） 

［新型コロナ関連に係る商品・役務別相談件数（上位 10位）］ 
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４ 消費者の意識 

（１）消費生活問題への関心 

令和元（2019）年度に実施した「都民の消費生活に関する意識調査」において、消費生

活問題への関心について尋ねたところ、88％が関心ありと回答している。 

年代別に割合を見ると、関心が高いのは 60代及び 70歳以上で 95％を超えており、関心

が低いのは、18・19 歳及び 20代となっている。 

 

 

 

 

 

（２）消費生活情報の入手（全世代） 

平成 30（2018）年度に実施した「情報発信ツールに関する調査」において、消費生活情

報について、どの程度情報を得ているか尋ねたところ、64.2％が“得ていない”と回答し

ている（「あまり得ていないと思う 35.3％」＋「ほとんど得ていないと思う 28.9％」＝

64.2％）。さらに、同調査において、東京くらし WEB を見たことがあるか尋ねたところ、

83.8％が見たことがないと回答している。 

 

 

   

n

全体 3,000

男性 1,500

女性 1,500

18・19歳 96

20代 484

30代 484

40代 484

50代 484

60代 484

70歳以上 484

性別

年代

88.0

84.9

91.0

82.3

77.5

84.5

87.0

88.6

95.5

95.9

12.0

15.1

9.0

17.7

22.5

15.5

13.0

11.4

4.5

4.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

関心あり 関心なし

東京都生活文化局「情報発信ツールに関する調査」 

（平成 31（2019）年３月） 

［東京くらし WEBの利用状況］ 

東京都生活文化局「情報発信ツールに関する調査」 

（平成 31（2019）年３月） 

［消費生活情報についてどの程度情報を得ているか］ 

［消費生活問題への関心］ 

東京都生活文化局「都民の消費生活に関する意識調査」（令和２（2020）年２月） 
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（３）若者の消費生活に関する意識 

  若者は、消費生活問題への関心が低い傾向にあるが、令和４（2022）年４月の成年年齢

引下げを目前に控え、若者の消費者被害拡大が懸念されていることから、令和２（2020）

年度に以下のような若者の消費生活に関する意識調査を実施した。 

 

ア 「若者の消費者被害に関する調査」（令和３（2021）年２月公表） 

（ア）消費生活センターへの相談意向 

   令和２（2020）年度に実施した「若者の消費者被害に関する調査」において、若者

（都内に在住する 18 歳以上 29 歳以下の男女）に、消費生活センターへの相談意向に

ついて尋ねたところ、53.6％（「相談すると思う 21.2％」＋「たぶん相談すると思う

32.4％」＝53.6％）が相談すると回答した一方、23.6％（「相談しないと思う 13.9％」

＋「たぶん相談しないと思う 9.7％」＝23.6％）が相談しないと回答している。 

 

 

 

 

 

（イ）消費生活センターへ相談しない理由 

消費生活センターへは相談しないと回答した若者に対して、その理由を尋ねたとこ

ろ、「自分で解決できると思うから」が 45.9％で最も高く、次いで「相談しても仕方が

ないと思うから」が 28.0％、「相談する時間がないから」が 21.7％となっている。 

 

 

 

相談すると思う

(21.2%)

たぶん

相談すると思う

(32.4%)

どちらとも

いえない

(22.8%)

たぶん

相談しないと思う

(9.7%)

相談しないと思う

(13.9%)

( n = 2,400 )

45.9 

28.0 

21.7 

13.1 

4.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自分で解決できると思うから

相談しても仕方がないと思うから

相談する時間がないから

相談するのが恥ずかしいから

その他

( n = 567 )

［消費生活センターへの相談意向］ 

東京都生活文化局「若者の消費者被害に関する調査」（令和３（2021）年２月） 

［消費生活センターへ相談しない理由（複数回答）］ 

東京都生活文化局「若者の消費者被害に関する調査」（令和３（2021）年２月） 
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（ウ）注意喚起情報を入手しやすいと思うメディア 

若者が消費者被害に関する注意喚起情報を入手しやすいと思うメディアは、「ウェブサ

イト（スマートフォン・タブレット）」「SNS」「ウェブサイト（PC）」「動画サイト」など、

インターネット関連のメディアが上位を占めている。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.5 

43.6 

26.3 

26.0 

21.7 

12.0 

3.8 

3.5 

2.0 

1.8 

1.5 

1.4 

0.6 

0.1 

18.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ウェブサイト（スマートフォン・タブレット）

ＳＮＳ（ツイッター、フェイスブックなど）

ウェブサイト（ＰＣ）

動画サイト（YouTubeなど）

テレビ

車内広告（電車・バス）

メールマガジン

新聞

印刷物（パンフレット・チラシ）

ウェブサイト（従来型携帯電話）

フリーペーパー

ラジオ

市販の雑誌

その他

特にない

( n = 2,400 )

［消費者被害に関する注意喚起情報を入手しやすいと思うメディア］（複数回答） 

東京都生活文化局「若者の消費者被害に関する調査」（令和３（2021）年２月） 
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（エ）サステナブルなライフスタイルに関して日常生活で心掛けていること 

  エシカル消費をはじめとするサステナブルなライフスタイルに関して、若者が日常生活

で心掛けていることについての調査結果では、「買い物に袋が必要な場合はマイバッグを

持参する」という回答が最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

54.7 

35.2 

32.6 

22.0 

16.5 

13.6 

10.0 

9.9 

9.0 

6.6 

5.5 

4.0 

3.7 

3.6 

0.0 

23.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

買い物に袋が必要な場合は、マイバッグを持参する

食べ残しを減らす（食品ロスの削減）

必要な食品を必要なときに必要な量だけ購入する

（食品ロスの削減）

マイボトルを持ち歩く

省エネや節電につながる行動を実践する

３Ｒ（リユース（再利用）、リデュース（ごみを出

さない工夫をするなど）、リサイクル）を心掛ける

地元の産品を購入する（地産地消）

リサイクル素材を使ったものや省エネ製品など

環境に配慮した商品を購入する

ストローなど使い捨てプラスチックの使用を減らす

フェアトレード製品の選択

被災地の産品を購入する（被災地支援）

エシカル消費に関連する認証ラベル・

マークのついた商品を購入する

福祉施設で作られた製品を

購入する（障害者の自立支援）

寄付付き商品を購入する

その他

特に心掛けていることはない

( n = 2,400 )

東京都生活文化局「若者の消費者被害に関する調査」（令和３（2021）年２月） 

［日常生活で心掛けていること］（複数回答） 
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イ 情報発信に関する若者グループインタビュー調査（令和２（2020）年 10 月実施） 

令和２（2020）年度に実施した「情報発信に関する若者グループインタビュー調査（オン

ライン）」において、若者（都内に在住する 18歳及び 19歳の男女、１グループ６名を２グ

ループ）から出された主な意見は、以下の通りである。 

 ・関心のある情報は、「趣味」や「好きなこと」 

 ・公的機関や行政機関のアカウントをフォローしていない。 

 ・自分や家族が巻き込まれない限り、消費生活トラブルに関する情報を入手しようとは思 

わない。 

 ・画像やイラストなど、視覚に訴えるものに興味を惹かれる。 

 ・リンク先に飛ばないと内容が分からないのは面倒 

 ・使い捨てストローを使わずに、洗って使いまわせるストローを買って使っている。 

 ・服を買ったとき「環境に優しい綿素材を使っている。」とお店で見て、エシカルという

言葉を知った。 

 

 

５ 国等の動き 

（１）消費者基本計画の改定 

（令和２（2020）年３月 31日 令和３（2021）年６月 15日改定） 

 国において、令和２（2020）年３月、令和２（2020）年度から令和６（2024）年度まで

の５年間を対象とする第４期消費者基本計画を策定。消費者政策の基本的方向として、持

続可能な社会の形成を支援する「協働による豊かな社会の実現」や「デジタル化・国際化

に伴う新しい課題への対応」等を提示。また、令和３（2021）年６月に、コロナ禍におけ

る「新しい生活様式」の実践に伴い、消費者を取り巻く環境が大きく変化したことを踏ま

え、一部改定 

  

（２）地方消費者行政強化作戦 2020の策定（令和２（2020）年４月１日） 

 第４期消費者基本計画を踏まえ、どこに住んでいても質の高い相談・救済を受けられ、

消費者の安全・安心が確保される地域体制を全国的に維持・拡充することを目指して策定。

地方消費者行政の充実・強化のための交付金等を通じて、地方公共団体等による消費者行

政推進のための計画的・安定的な取組の支援等を規定（対象期間 令和２（2020）年度か

ら令和６（2024）年度） 

 

（３）消費生活関連法の主な改正 

 ア 消費者被害の防止及びその回復の促進を図るための特定商取引に関する法律等の一部 

  を改正する法律（令和３(2021)年６月 16日公布） 

  通信販売の「詐欺的な定期購入商法」に対する直罰化、一方的に送り付けられた商品は

直ちに処分等が可能、販売を伴う預託等取引の原則禁止など 
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 イ 取引デジタルプラットフォームを利用する消費者の利益の保護に関する法律 

（令和３（2021）年５月 10日公布） 

取引 DPF を利用して行われる通信販売取引の適正化及び紛争の解決の促進に資する指針

の策定、販売業者の情報の開示を請求できる権利の創設など 

 

 ウ 民法の一部を改正する法律（成年年齢関係）（令和４（2022）年４月１日施行予定） 

  民法の成年年齢を 20歳から 18歳に引き下げなど 

 

 

（４）消費者行政関連会議等における主な検討 

ア 2040年頃の消費者行政が目指すべき姿とその実現に向けた対応策等に関する意見 

～地方消費者行政専門調査会報告書～を受けて 

（消費者委員会 令和２（2020）年８月） 

 高齢者人口がピークを迎える令和 22(2040)年頃を見据え、消費者行政が目指すべき姿を

提示し、その実現に向けた対応策として、市町村、都道府県、国が有機的に連携し、消費

者の安全安心を重層的に守る仕組みの構築や ICT・AI 技術の消費者行政への積極的な活用

等、取組の方向性を提言 

 

イ 第４期消費者教育推進会議取りまとめ（令和３（2021）年９月） 

令和元（2019）年 10 月から令和３（2021）年 9月に開催された第４期消費者教育推進会

議の各審議概要や提言等について、取りまとめ 

分科会が２つ設置され、「全世代における体系的な消費者教育に向けた連携に関する分

科会」では、地方公共団体がコーディネート機能を発揮し、消費者教育の機会の確保に計

画的に取り組むことへの期待など、「社会のデジタル化に対応した消費者教育に関する分

科会」では、デジタル化に対応した消費者教育として重点化すべき内容、ライフステージ

に応じて重点化すべき内容、デジタル化を踏まえた消費者教育の場や情報発信手法等につ

いて整理 
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第３章 計画全体を貫く視点 

計画を推進していくに当たり、特に留意すべき事項として掲げている計画全体を貫く視

点については、消費者を取り巻く環境の変化等を踏まえて更新するべきである。更新に当

たっては、令和２（2020）年１月以降、新型コロナの感染拡大をきっかけとして、社会の

システムや日常生活、人々の意識に生じた大きな変化（デジタル社会への対応及びサステ

ナブルなライフスタイルの推進）を踏まえて整理するべきである。 

 

 新型コロナの感染拡大を契機とした消費者を取り巻く環境の変化 

社会の高度情報化・グローバル化や高齢化の進行等により、消費者を取り巻く環境は日々

変化している。  

 特に、新型コロナの感染拡大は、社会のシステムや人々の暮らし、意識に大きな変化を

及ぼしており、消費者の行動変容の動きを加速化する、大きなきっかけとなった。 

  人の移動と接触が制限される中、インターネット取引やキャッシュレス決済など、社会

のデジタル化が一気に加速し、デジタル技術を活用した生活は、今後も不可逆的に拡大す

ることが予想される。こうした変化は、商品やサービスの選択肢の拡大、購入時の利便性

向上など、消費者の利益を増進させる一方、取引形態が多様化・複雑化することで、様々

な消費者トラブルを引き起こしている。加えて、デジタル技術を利用する者と利用できな

い者との間に生じている、知識や機会等の格差への対応も重要な課題となっている。 

  また、外出自粛により、従来のリアルなつながりが制約されたことで、多くの人が身近

な人とのつながりの重要性を再認識するとともに、デジタル技術の活用により、WEB 会議

やオンライン講座といった時間や空間の障壁を超えた新たなコミュニケーションが拡大し

ている。その一方で、非対面化の浸透により、消費者の孤立を招き、消費者トラブルの増

加や深刻化を引き起こすことが懸念されている。  

さらに、コロナ禍をきっかけに、人々の消費行動や企業等の事業活動において、利他的

な活動や持続可能な社会、環境への意識・関心が高まっている。令和 12（2030）年までの

国際目標である SDGsの達成、その先にあるカーボンニュートラルの世界を見据え、サステ

ナブルなライフスタイルの実現に向け、今、大きなターニングポイントが到来している。 

 こうした社会環境の著しい変化に柔軟に対応しながら、都民の安全で安心な消費生活の

実現を目指し、計画を推進していくに当たって特に留意すべき事項を、計画全体を貫く視

点として、以下に掲げる。 

 

 

 視点１ 主体的な消費行動への変革の促進  

  消費者トラブルを防止するには、不適正な取引行為等の排除や消費生活相談における助

言、商品等の安全対策について、都が取組を強化することに加え、消費者自身が当事者意
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識を持って知識を身に付け、トラブルに遭わないよう、冷静かつ合理的な判断をすること

が重要である。  

また、国際目標である SDGsの達成に向けては、民間企業等も取組をはじめており、消費

者も社会の一員として、一人一人が持続可能な社会の実現を意識して行動することで、貢

献することができる。 

都は、コロナ禍による社会状況の大きな変化を踏まえ、消費者への適切な情報提供や消

費者教育を推進することによって、消費者が主体的に知識を習得し、自らの消費生活トラ

ブルを防止するとともに、持続可能な社会の形成に参画していけるよう、事業者等とも連

携を図り、消費行動の変革を一層促進していく必要がある。 

 

 

 視点２ デジタル社会及びグローバル社会への対応  

急速なデジタル化により、インターネット上の取引は拡大の一途を辿っている。スマー

トフォンの普及と相まって、誰もが、どこでも、いつでも、手軽に、商品やサービスを購

入することが可能となるなど、消費者の利益の増進につながっている。 

また、人々のコミュニケーション手段のデジタル化も進んでおり、SNS を利用する人は

年代を問わず増加し、利便性の高いコミュニケーションツールとして社会の基盤の一部に

なりつつある。 

このように、今後も社会のデジタル化は、一層拡大することが見込まれている。 

その反面、デジタル化の進展に伴い、取引やコミュニケーションが多様化・複雑化・グ

ローバル化しており、全ての消費者がトラブルに遭う可能性がより高くなっている。とり

わけ、高齢者・障害者・外国人など、こうした社会環境の変化への対応が難しい消費者に

対しては、一層の配慮が必要である。 

都は、デジタル化やグローバル化の進展による社会経済環境の変化に、消費生活行

政として的確に対応していく必要がある。 

 

 

 視点３ 多様な主体との連携・協働による取組の強化  

都民の消費生活の安全・安心の確保はもとより、持続可能な社会の実現に向けた取組を

進めていくには、都と国や他の行政機関、消費者団体、事業者団体等との連携、高齢者等

を見守る地域社会のネットワーク構築の支援など、これまで築いてきた、様々な主体との

つながりや連携を一層強化していくことが重要である。 

今後、社会経済状況の変化に伴う新たな課題にも柔軟に対応していくためには、既存の

枠組みを超えた都・消費者・事業者の協働など、互いの役割を活かした取組も積極的に進

めていく必要がある。 

都は、消費生活行政の推進に当たって、多様な主体とのつながりや連携に加えて、更に

一歩進んだ協働などを意識して政策を推進していくことが重要である。 
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第４章 各政策において重点的に取り組む課題と今後の方向性 

 都は、計画を構成する具体的施策を体系的に推進するため、５つの政策の柱を設定して整

理しており、今後もこの政策の柱を踏襲して、これまでの施策を引き続き推進するべきであ

る。加えて、社会情勢の変化に対応し、これからの時代に求められる施策の展開を積極的に

推進する必要があることから、本審議会では、計画改定に向け、重点的に取り組むべき課題

を掲げ、それらの課題の解決に向けた今後の取組の方向性について示す。 

 

 政策１ 消費者被害の未然防止と拡大防止  

１ 被害防止のための注意喚起・情報発信  

（１）これまでの取組 

  都はこれまで、ライフステージや対象となる世代に応じて、内容や伝達手法を工夫した

上で、注意喚起や情報発信を実施してきた。また、ホームページ東京くらし WEB では、多

様な消費生活情報や他媒体による普及啓発事業を掲載し、主に即時性を重視する情報につ

いては、Twitterや Facebookといった SNSも活用して発信をしてきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）課題  

○ 都の消費生活情報の認知度不足 

都がこれまでに実施した消費生活に関する各種調査の結果からは、都民の消費生活問題

への関心が高い一方、都が発信した情報に対する認知は不十分な状況がうかがえる。 

近年、デジタル化の進展により、スマートフォン等のモバイル環境から SNS を利用して

情報にアクセスをする人の割合は、高齢者層も含め全年齢層で増加している。 

今後は、「伝える」から「伝わる」情報発信へ方針転換を図り、受け手のニーズ（即時性、

情報価値）を意識し、社会情勢・話題性を捉えた発信をする必要がある。また、社会との

つながり・生活面での特徴・属性などからも、情報提供の場を検討する必要がある。 

 

（３）今後の取組の方向性 

○ デジタル社会に対応した「伝わる」情報発信 
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デジタル化の進展によるモバイルからのアクセス増加や SNS 利用層の増加を踏まえ、東

京くらし WEBや Twitterなどについては、簡潔で伝わりやすい表現やアプローチの容易性

（体裁や文字量等）を工夫するなど、読みやすく消費者の興味関心を引き寄せる情報発信

が必要である。また、社会情勢の変化や話題性を捉えた有用性の高い情報の発信、これま

でに発信した情報の整理を行うなど、消費者の興味関心の深掘りを促し、関心のあるテー

マを適切に探ってもらえるよう、コンテンツの充実を図ることも重要である。 

 

○ 多様な主体との情報提供の場の開拓 

従来の世代別による対象化に加え、例えば、自治会・町内会といった地域とのつながり

など新たな切り口から消費者を捉え、情報提供の場を開拓することで、より効果的な情報

発信を実施する必要がある。また、災害情報など都民の関心が高い情報と連動するなどの

工夫も求められる。 

   

２ 見守りによる消費者被害の防止と早期発見  

（１）これまでの取組 

都は、第 23次東京都消費生活対策審議会答申「消費者被害から高齢者を見守る取組に係

る都の役割と区市町村等との連携強化について」（平成 27（2015）年 12月）を踏まえ、平

成 28（2016）年度からアウトリーチ活動や個別相談によるネットワーク構築に関する情報

提供、高齢者見守り人材向け出前講座の実施など、区市町村における高齢者の消費者被害

防止のための見守りネットワークの構築への支援に資する様々な取組を複合的・積極的に

進めてきた結果、令和２（2020）年度までに 42 区市町でネットワークが構築済みである。 

 

［区市町における高齢者の消費者被害防止のための見守りネットワークの構築状況］ 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 

構築済区市町数 12 23 35 42 

 

（２）課題 

  高齢者の消費者被害を防ぐためには、家族や地域、介護サービス事業者などからの見守

りと気付きが重要であり、都は、区市町村に対する見守りネットワーク構築の支援を更に

充実させる必要がある。 

〇 都内全域における見守りネットワークの着実な構築 

令和３（2021）年４月１日現在、８区市においてネットワークが未構築であるが、未構

築の事情が地域により異なるため、アプローチ方法等について検討する必要がある。 

 

○ 地域における見守り機能の向上 

高齢者の消費者被害が依然として減らないことから、地域における見守りネットワーク

の機能の向上が必要である。  
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○ 消費者安全確保地域協議会設置の推進 

都内で協議会を設置している区市町が令和３（2021）年４月１日現在で７区市あり、そ

れ以外にも協議会設置の要件を満たす区市町村が多いにもかかわらず、設置数が増えてい

ない。 

 

（３）今後の取組の方向性 

○ ネットワーク未構築区市町村へのアウトリーチ活動 

見守りネットワーク未構築区市町村へ、引き続きアウトリーチ活動を実施する必要があ

る。また、過去のヒアリング内容も踏まえて現状を把握し、各区市町村の実情に応じたき

め細かいアドバイス（福祉部門との連携方法、他区市町村の取組み事例の紹介など）を行

い、ネットワークの構築につなげることが重要である。 

 

○ 見守りネットワーク機能の充実 

見守り人材の育成を担う高齢者見守り人材向け出前講座の充実や、高齢者福祉部門等と

協力して地域における消費生活部門と福祉部門との連携強化を図る必要がある。また、宅

配事業者等と連携し、四コマ漫画等でわかりやすくトラブルを解説するリーフレットを高

齢者に直接声掛けをしながら配布して注意喚起を行うなど、見守りネットワークの活性化

に向けた支援を引き続き行う必要がある。 

 

○ 消費者安全確保地域協議会設置に向けた働きかけ 

協議会未設置の区市町村について、その理由を分析し、必要な情報の提供や実情に応じ

た適切な助言を行うとともに、必要に応じて国に対して財政面や制度面の見直しを図るよ

う要望を行うなど、協議会を設置しやすい環境整備に取り組むことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

30 

 政策２ 不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成  

１ 悪質事業者の指導・処分の強化 

（１）これまでの取組 

都は、多発・深刻化する消費者被害防止のため、特定商取引法、消費者安全法及び東京

都消費生活条例に基づき、不適正な取引行為を行う事業者に対して調査を行い、指導・処

分等を実施している。 

 

不適正な取引行為が行われているという情報については、都内消費生活センターや消費

生活相談部署を持つ消費者団体等からの情報提供、東京くらし WEB 上の「悪質事業者通報

サイト」に寄せられる都民からの通報などにより、いち早く把握する仕組みを構築してい

る。 

事業者の調査に当たっては、弁護士などの専門家から助言を得る制度を設けている。 

また、広域的な事案については、国や五都県（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、静

岡県）等で連携して、指導・処分を行っている。 

 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

業務停止命令 11 6 7 12 3 

指示命令 0 3 7 12 3 

業務禁止命令 - - 6 13 4 

勧告・公表 0 2 2 0 0 

行 政 指 導 98 100 88 89 119 

事業者名等 
の情報提供 

2 2 2 2 0 

※業務禁止命令は平成 29（2017）年 12月から法施行のため、平成 30（2018）年度以降の処分等で実施 

 

（２）課題 

社会の急速なデジタル化が進む中、不適正取引行為等の排除に関しては、以下の課題

がある。 

○ インターネット広告と実際の契約内容の乖離 

広告では、非常に優れた商品・サービスであり、価格も内容に比較して安価であると表

示されているが、実際に契約すると、広告で見た内容や金額と異なっていたというケース

が増加している。また、インターネット広告に掲載されている事業者名や所在地等が次々

［指導・処分件数の推移］ 
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に変更されて、現時点での事業主体や活動拠点等がわからないことが多い。 

 

○ 進化するインターネット等の技術に対応した調査手法 

多くの事業者はインターネット広告の内容を頻繁に変更している。また、消費者は広告

や申込画面等を保存していないことが多い。さらに、登録者だけがアクセス可能なサイト

の仕組みになっており、第三者や解約後の消費者が、勧誘の画面や契約内容に関する画面

等を一切見られないケースもある。 

こうしたことから、消費者が見たサイトを特定し、広告内容等を確認するためには、イ

ンターネット広告の仕組みや技術などに関する高度な専門知識が求められる。 

 

（３）今後の取組の方向性 

デジタル社会の進展等に対応して、以下の取組を強化するべきである。 

○ インターネット広告などに詳しい高い専門性を備えた人材の活用 

インターネット等に関する高度な知識・経験を備えた専門家から適宜、適切なアドバイ

ス等の支援を得られる体制を確保する必要がある。また、研修等の強化や知識・経験を持

つ幅広い人材の登用などにより、多様化・複雑化・グローバル化する取引や決済手段に対

応した的確な法執行を進めていく必要がある。 

 

〇 国や他県との連携の強化 

広域で営業する事業者による消費者被害が増加しているため、国や他県との連携強化を

より一層図っていく必要がある。特にインターネット通販事業者への処分で先行する消費

者庁とは、調査手法等について積極的な情報交換を行っていくべきである。 

 

２ 不当な表示等に対する監視の強化 

（１）これまでの取組 

都は、消費者の合理的な選択を阻害する不当な表示等を防止、排除するため、景品表示

法に基づき、不当な表示等が疑われる事業者に対して調査・指導を行うとともに、不当表

示と認定した場合には、事業者に対して同法に基づく措置命令・公表を行っている。 
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不当な広告・表示が疑われる情報については、検索サイト及びショッピングサイトを対

象に年 24,000件のインターネット広告・表示を監視するほか、都民を対象に公募により委

嘱した「消費生活調査員」による調査により収集している。このほか、都内消費生活セン

ター等からの情報提供、東京くらし WEB上の「悪質事業者通報サイト（誇大広告）」に寄せ

られる都民からの通報、庁内関係局と連携した健康食品試買調査などにより、広告・表示

に関する情報を幅広く収集し、監視を行っている。 

違反行為の認定に当たっては、弁護士などの専門家から助言を得る制度を設けている。 

 

 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

措置命令 0 1 2 2 2 

注意指導 485 451 402 453 355 

  
うち文書注意 1 1 1 1 1 

うち口頭注意 484 450 401 452 354 

合 計 485 452 404 455 357 

 

 

（２）課題 

「新しい日常」の浸透とデジタル技術の進歩により、インターネット取引及びインター

ネット広告が増加しており、今後ますます拡大する見込みである。 

このような社会環境下において、インターネット広告に係る不当表示等を防止するた

めの監視を適切に行うには、次のような課題がある。 

〇 配信方法等の変化・多様化への対応 

技術の進展等により、SNSや動画サイト上の広告や、閲覧者の年齢・性別・閲覧履歴など

に応じて表示される広告が増加するなど、配信方法等も変化・多様化している。 

こうした広告は、誰にでもいつでも表示されているわけではないため、調査・指導・処

分の実務上、再現及び保存が難しくなっている。 

また、インターネット広告は表示内容の変更が容易なため、事業者が毎日のように内容

を変更しているケースもあり、表示内容の特定が困難である。 

さらに、動画広告やオンラインゲームなどは、静止した画面と異なり、表示の内容が膨

大であり、内容も刻々と変化するため、これらの表示の再現・保存には、これまでとは異

なる知識と技術が必要となっている。 

 

〇 広告の作成者と広告主が異なる場合の表示責任 

アフィリエイト広告など、広告の作成者（アフィリエイター等）と広告主（商品等の供給

者）が異なり、両者の間に広告代理店や ASP（※）を介するなど、更に事業者が存在するケー

スも増えている。 

［指導・処分件数の推移］ 
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現状においては、広告主が広告内容の決定に関与していることを認定することが困難で

あるため、広告主に対して景品表示法上の責任を問えないケースがある。また、アフィリ

エイターなど、直接、商品等を供給しない広告作成者は、景品表示法上の規制対象にはな

っていない。 

（※ ASP：アフィリエイトサービスプロバイダー。法人・個人のアフィリエイターが登録するアフィリエイトネット

ワークを構築し、広告主とアフィリエイターのマッチングをさせる機能を持つ。） 

 

（３）今後の取組の方向性 

○ デジタル技術や広告業界の動向などに高い専門性を備えた人材の活用 

インターネット広告の配信方法等の変化・多様化に的確に対応し、問題のある表示等の

監視を強化するためには、デジタル技術や広告業界の動向などに高い専門性を備えた人材

の活用が必要である。外部の人材を含め、様々なマンパワーを集結し、新たな課題への対

応力を向上させるべきである。 

 

〇 継続的にインターネット広告を監視する体制の構築 

表示の内容が膨大で内容も刻々と変化する動画広告やオンラインゲームに対して、効果

的に広告監視業務を進めるには、即時的・継続的・専門的に対応する監視体制の構築が必

要である。 

 

○ 国や業界団体等との連携 

消費者庁は、令和３（2021）年６月以降、アフィリエイト広告の状況及び課題を明らか

にし、不当表示が生じない健全な広告の実施に向けた対応方策を検討するため「アフィリ

エイト広告等に関する検討会」を開催している。同検討会には、都もオブザーバーとして

参加しているが、法制度の検討も見据えて今後も国や業界団体と連携していく必要がある。 

また、「取引デジタルプラットフォームを利用する消費者の利益の保護に関する法律」の

施行及び同法に基づく官民協議会の動向を注視しつつ、インターネット広告に関する様々

な主体、例えば、デジタルプラットフォーム企業などとの連携にも引き続き取り組んでい

く必要がある。 

 

３ 健全な市場の形成 

（１）これまでの取組 

不適正な取引行為の防止や広告表示の適正化に向けては、都による厳格・的確な事業者

指導・処分等を実施するとともに、事業者による法令遵守に向けた取組を促進することが

重要である。 

都は、事業者が不適正な取引行為の防止や不当な表示に係る法令を遵守した事業活動に

取り組めるよう、法令の概要説明や違反事例の解説等を取り入れた講習会の開催や自主学

習用のオンラインコンテンツを提供している。 
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○ 事業者向けコンプライアンス講習会 

・集中配信（集合）型（令和２（2020）年度から WEB配信） 

事業者が法令を遵守した事業活動に取り組めるよう、特定商取引法及び景品表示法の

概要説明や違反事例の解説等を実施（年 1回） 

 

 

対象 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

通信販売を行う事業者向け 226 名 217 名 
264 名 

（WEB 配信） 

訪問販売・電話勧誘販売・ 
特定継続的役務提供を行う事業者向け 

170 名 122 名 
151 名 

（WEB 配信） 

広告表示を行う事業者向け 469 名 441 名 
434 名 

（WEB 配信） 

 

・講師派遣（出前）型 

事業者団体等による自主的な取組を促進するため、それぞれの業界団体等に講師を派

遣し、ニーズ等に合わせた内容を実施（令和２(2020)年度：２団体）  

〇 事業者向け法令学習コンテンツ「クイズで学ぶ法令遵守」（東京くらし WEB掲載） 

特定商取引法や景品表示法などの法令について、社内の研修教材や個人の学習に活用で

きるクイズ形式のコンテンツを提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）課題 

○ WEB配信にも対応した講習会の実施 

コンプライアンス講習会は、新型コロナ感染拡大防止の観点もあり、令和２（2020）年

度より WEB 配信を取り入れたところであるが、WEB 配信の利点を活かした講習会の環境整

［受講者数］ 
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備や講習内容の充実が求められる。 

 

○ 事業者団体等へのコンプライアンス意識の醸成 

都内には、多様な事業者団体等が存在しており、コンプライアンスの取組が進んでいな

い事業者団体等への働きかけ、又は、これから進めようとしている事業者団体等への支援

が必要となっている。 

 

（３）今後の取組の方向性 

○ 受講しやすい講習会の環境整備 

コンプライアンス講習会については、社会のオンライン環境の進展も踏まえ、引き続き

WEB 配信も取り入れ、募集定員の増加や配信期間の延長など、受講者の利便性の向上を図

るべきである。加えて、双方向やライブといった配信方法の工夫や、Ｑ＆Ａ講義、パネル

ディスカッション等の導入の検討など、受講者にとって魅力的な講習となるよう充実を図

ることが必要である。 

   

○ 事業者団体等の自主的取組の推進 

単独ではコンプライアンス講習会の主催が難しい事業者団体等には、類似の業界や他団

体等との共催を声掛けするといった支援や、これまでに受講歴のない新たな業界団体等の

開拓、個々の業界の要望に応じた内容での実施など、事業者団体等の自主的取組を推進す

るための連携・支援を継続的に行い、事業者のコンプライアンス意識のさらなる向上によ

る健全な市場形成を進め、消費者利益の増進を図っていくべきである。 
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 政策３ 消費生活の安全・安心の確保  

１ 都民や事業者との双方向性を備えた危険情報、注意喚起情報の収集・発信 

（１）これまでの取組 

 都では、これまで、商品等の安全対策事業として、消費者庁等による事故情報データバ

ンクや東京消防庁の救急搬送事例、ヒヤリ・ハット経験などの事故事例調査などから事例

を収集するとともに、関係機関と情報交換を行いながら事故情報を収集し、収集した情報

を元に調査・分析を行い、商品テストや商品等安全対策協議会などを通じて、商品の安全

について検討し、その結果に基づき、業界団体、関係機関等への改善要望や、消費者への

積極的な注意喚起・情報発信を行ってきた。 

 

（２）課題 

 ○ 減らない子供の事故  

近年、死亡や重症、火災などの重大な製品事故件数は、製品設計時の改良、わかりやす

い取扱説明書の作成といった企業努力により減少傾向にあるが、転倒や転落、火傷、窒息、

誤飲、おぼれなど日常生活の中で起きる様々な事故は、依然として増加傾向にある。 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

減少傾向 

［重大製品事故件数の推移］ 

［都内の日常生活事故の推移］ 

0.0%

1.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

人 搬送者 人口に対する割合

搬送者：東京消防庁 救急搬送データ、人口：東京都総務局 東京都の統計より作成  

経済産業省 消費経済審議会 製品安全部会（令和３（2021）年３月） 

※2019 年～2020 年は、一発二錠搭載自転車の事故等で過去に発生した事案がまとめて報告されたため、件数としては増加 
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特に、日常生活事故における子供（0歳から 14歳）の救急搬送人員数は、14,000人から

16,000 人の間で推移しており、人口当たりの救急搬送人員数を年齢層別にみると、0 歳か

ら 14 歳いずれの年齢層も、15-64歳（52.3人/万人）と比較して多くなっていることがわ

かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 事故情報の潜在化及び認知度の不足 

 消費者の事故時の報告先についての調査から、消費者の多くは、事故について報告をし

ていないことがわかり、「事故原因は自分にある」など製品事故特有の消費者心理が働くた

め、事故情報は埋もれがちで顕在化しない傾向がある。 

 

 

報告せず 消費生活センター 販売店・メーカー 
65.5～95.5％ 0.3～9.2％ 0.5～16.0％ 

 

 

 

14,007 14,805 15,306 15,412 15,706 15,286 15,254 14,795 

0

4000

8000

12000

16000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

（人）

（年）

［日常生活事故における 0～14歳までの救急搬送人員数］ 

 

東京消防庁 救急搬送データからみる日常生活事故の実態より集計 

［消費者の事故時の報告先］（複数回答） 

平成 28～令和２年度 東京都商品等安全対策協議会アンケートより作成  

消費者庁「令和３年版 消費者白書」（令和３（2021）年６月） 

［日常生活事故による人口当たり救急搬送人員数］ 
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消費者が事故の情報を知った情報源について見てみると、行政の広報紙等から情報を得

た人の割合は、全体の 1.0 から 5.6％と少なく、マスメディア等に比べ、行政が発信した

情報は消費者に届きにくい状況が明らかである。 

 

 

行政の広報紙等 テレビ・ラジオの 
ニュース 

インターネット 
のニュース 

新聞・雑誌 家族・友人・知人 

1.0～5.6％ 17.1～93.3％ 14.7～37.5％ 5.4～22.1％ 4.8～20.1％ 
 

 

 

（３）今後の取組の方向性 

○ 安全意識の向上を促す交流型デジタルプラットフォームの構築  

子供の事故防止対策を推進するには、子育て世代である 20・30 代への効果的な注意喚

起・情報発信が必要である。そのためには、消費者と事業者が連携し、有益な情報を収集・

発信することにより、安全意識の向上と変革を促す交流型デジタルプラットフォームの構

築を期待する。都は、民間の事業者や団体と協力してプラットフォームの構築に取り組む

べきである。 

 

（プラットフォームを活用した取組） 

  プラットフォームの構築を推進し、魅力的で実効性のあるものとするには、消費者・事業

者の双方にとってメリットのあるコンテンツを投入することが重要である。 

・ 危害・危険情報の収集・発信 

例：消費者が気軽にヒヤリ・ハット情報を発信できる投稿フォーム 

・ 安全意識の向上 

例：親子で楽しく学べる安全教育コンテンツの提供 

・ 安全に関する体験機会の提供 

 例：企業同士の情報交換会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［消費者が事故の情報を知った情報源］ 

平成 28～令和２年度 東京都商品等安全対策協議会アンケートより作成 複数回答 
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 政策４ 消費者教育の推進と持続可能な消費の普及  

１ 成年年齢引下げに対応した消費者教育 

（１）これまでの取組 

都では、「東京都教育ビジョン（第４次）」（平成 31（2019）年３月）において、消費者教

育の充実を明記するとともに、第 25次東京都消費生活対策審議会答申（令和元（2019）年

９月）を踏まえて、学校教育部門と消費生活部門が連携しながら、公立学校・私立学校に

対して消費者教育の推進に取り組んできた。 

 

ア 生徒向けの主な取組 

消費生活相談や商品テスト指導などの経験を積んだ消費生活の専門家（東京都消費者啓

発員）を学校に派遣し、悪質商法被害、インターネットのトラブル、金融教育、成年年齢

引下げなどをテーマに講義する出前講座を実施してきた。 

 

 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

高校への派遣実績 18 校 19 校 16 校 

※令和２（2020）年度は新型コロナの影響による実績減 

 

イ 教員向けの主な取組 

消費者問題教員講座の開催や消費者教育情報提供誌「わたしは消費者」の発行、消費者教

育教材の作成・提供などを行ってきた。 

 

 

消費者問題教員講座 情報提供誌 

「わたしは消費者」 

消費者教育教材 

教員を対象とした講座を夏休み期

間中に実施し、最新の消費者情報

や指導方法、教材等の紹介を行う。

東京都教職員研修センターの 1年

次（初任者）研修「課題別研修」

として認定 

消費生活に関する課題や教材・出

前講座の活用事例、消費生活に関

する法律・制度改正に関する動向

など、学校での消費者教育に役立

つ情報を提供（年４回発行） 

インターネットのトラブル、金融

教育、エシカル消費、消費者の権

利と責任など、消費生活に役立つ

情報を楽しくわかりやすく学習す

るための教材（Web 版教材、DVD）

を作成し、学校に無償配布 

実績 

平成 30 年度 

 

32 回 

令和元年度 

 

31 回 

令和２年度 

 

新型コロナの

影響により、

中止 

 

 Web版教材 

 

［学校向け出前講座］ 

DVD 

［教員向けの取組の一例］ 
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ウ 成年年齢引下げを契機とした強化事業 

（ア）消費者教育コーディネーターの設置 

令和２（2020）年度より、東京都消費生活総合センターに設置し、教職員や学校からの

個別相談に対応するとともに、消費者教育教材等を授業や課外活動などで活用する具体的

な方法等の提案を行った。令和２（2020）年度は、13校（都立 12校、私立１校）から個別

相談を受け付け、その内、３校がコーディネーター制度を活用した出前講座を実施した。

講座実施後のアンケートでは、コーディネート実施校の生徒の方が、消費者としての意識

の変化について、「変わった」と答えた割合が高かった。コーディネートの結果、生徒の理

解、意識付けに、より高い効果が得られたと考えられる。 

 

 

 

 

 

Ｑ．消費者教育の実施後、消費者としての意識は変わったか 

 

⇒コーディネート実施校では「意識が変わった」という意見が多い 

学校における生徒に対するアンケート

結果の比較 
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（イ）若者向け消費者被害防止啓発事業 

 学校での消費者教育だけでなく、より幅広い若者向けの啓発として、令和元(2019)年度

より、若者から消費者トラブルを題材としたショートストーリーやラジオＣＭコピーを公

募し、それらを基にした動画を若者と一緒に制作するといった若者参加型の事業を実施し

た。 

 

［若者向け消費者被害防止啓発事業］ 
 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

概 

要 

 

 

 
 

  

 

・悪質商法をテーマに芸人が作

った漫才・コントを公開収録

し、インターネット動画で公

開 

・「お笑い」に消費者被害防止

のメッセージを乗せた作品を

10 組の芸人が披露 

若者からショートストーリー

と短編動画を公募。プロの映

像クリエイター等が優秀作品

を選考し、動画を制作・配信 

・若者からコピーを公募し、入

賞作品をもとに、声優や芸人

がラジオ CM や動画を制作 

・審査会を公開収録し、ラジオ

番組内で放送 

・入賞者は「1 日ディレクタ

ー」として CM 制作に参加  

実 

績 

・公開収録観客数 74 名 

・公開収録したネタ動画を

YouTube、東京動画で公開 

・YouTube の再生回数 99,144 回 

・応募件数 265 件 

・YouTube で配信した動画再

生回数 102,580 回 

・アンバサダーや動画出演者

として起用した、若者に人

気の芸能人が SNS で情報

発信 

・応募件数 674 件 

・ラジオ CM は文化放送で放送 

・動画は Twitter 広告、

YouTube、東京動画、都営地

下鉄車内ビジョンで放映

（Twitter 広告の再生回数 

1,393,342 回） 

 

（２）課題 

 成年年齢を 20 歳 から 18 歳に引き下げる改正民法施行日まで１年を切った。しかし、当

初、法制審議会から提言されていた若者の自立を促すような施策や消費者被害拡大のおそれ

を解決する施策の実現は、いまだに不十分な状況である。これからの社会を担う若者が身に

及ぶ危険を回避し、主体的に選択・行動ができる消費者になれるよう、引き続き消費者教育

の充実を図る必要があり、そのためには次の課題がある。 

○ 改正民法施行後の教育現場における啓発活動の強化 

成年年齢引下げに伴い懸念される消費者被害の低年齢化に対応するため、これまで取り

組んできた高校での消費者教育を教育現場に定着させることはもとより、義務教育におい

ても成長段階に応じた消費者教育の機会を確実に提供する必要がある。 

現代 TOKYO 怖話 ラジオ CM コピーアワー

ド 

STOP！悪質商法 THEライブ 
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○ 教育プログラム（教材・講座等）の充実 

自立した消費者の育成につながる消費者教育を実現するため、消費者教育コーディネー

ト実施校などからの意見・要望等を踏まえて教材・講座等の内容充実を図り、効果の高い

教育プログラムの具現化に取り組む必要がある。 

 

○ 学校教育の枠組みにとらわれない消費者教育の提供 

学校教育と連携した若者向けの消費者教育のみならず、全ての若者に幅広く消費者教育

を届けることにより、若年層への消費者教育について底上げを図る必要がある。 

 

（３）今後の取組の方向性 

〇 教育現場に対する啓発活動の強化 

高校・中学校等における消費者教育への理解を深めるため、消費者教育コーディネータ

ーの活動範囲を拡大し、学校教育部門や区市町村などとも連携を強化しながら、消費生活

部門が実施する事業について校長連絡会や教員向けメルマガ等を通じて組織的・重層的な

周知を行うなど、効果的な啓発活動を進める必要がある。このため、消費者教育コーディ

ネーターの活動範囲の拡大に当たっては、人員や予算措置など、組織的な推進体制の強化

が不可欠である。また、消費者団体や弁護士など消費者教育に関わる幅広い関係機関を紹

介するなど、実践的な消費者教育を進めることも重要である。 

 

〇 教育プログラムの充実による学校現場への支援強化 

学校へのヒアリングや学校教育部門との検討会などを通じて教育現場の実情・ニーズを

把握した上で、e-ラーニングなど汎用性の高い教材の作成や行動変容につながる講座の企

画など、教育プログラムを充実させるとともに、様々な周知方法を活用して消費生活部門

が保有する資源の認知度や活用率のさらなる向上を図る必要がある。 

 

〇 幅広い主体に対する消費者教育の実施 

若者向けキャンペーンなどを通じて、広く社会に対して消費者問題についての認識を浸

透させるとともに、学校教育法に定められた学校以外の教育機関に属する若者にも目を向

け、関係機関とも連携しながら幅広い主体に対して消費者教育コンテンツを提供するなど、

成年年齢引下げに伴う若者の消費者トラブル防止に取り組む必要がある。 
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２ 急速なデジタル化など社会状況の変化を踏まえた消費者教育 

（１）これまでの取組 

都では、都民の消費者としての対応力強化を図るため、事業目的や対象者別に各種講座

を開催している。加えて、対象となる年齢層等にあわせて、情報誌・コラム記事・SNSなど

を活用し、都民に向けた効果的な情報提供を実施している。 

 

 

講座 目的・内容 年間平均 

啓発 

講座 

身近で話題性のあるテーマを取り上げ、消費者意識を向上させ消費

者意識の自覚を促す。 

40 回 

マスター 

講座 

地域や職場などでの消費者教育等の推進に、中心的な役割を果たす

ことができる人材を育成する連続講座 

30 回 

教員 

講座 

夏休み期間中に、教員に対し学校における消費者教育に必要な知識

を提供 

30 回 

市 町 村 

共催講座 

市町村支援の一環として、多摩地域の市町村の要望を受けて共催で

実施 

20 回 

 

［都民に向けた主な情報提供］ 

・主に高齢者を対象に、消費生活情報誌「東京くらしねっと」の発行 

（視覚障害者向けに、音声読み上げに対応した WEB版、CD版もあわせて発行） 

・主に若者向けに、話題のテーマや、特に今若者に知ってほしい（伝えたい）コラム記事

の東京くらし WEBへの掲載、インターネット広告の実施 

・外国人に向けに、東京くらし WEB 内に外国語版（英語・中国語・韓国語）の消費生活相

談 FAQの掲載 

 

（２）課題 

 ○ デジタル技術を利用したサービス等が不可逆的に拡大 

AI や 5G など、今後も新たなデジタル技術に基づいたサービス等の提供が急速に拡大し

ていくことが予想され、消費者教育においても、新しい技術への迅速な対応が必要である。 

 

○ デジタル化の進展に伴う消費者被害の拡大 

デジタル化の進展に伴い社会の高度情報化が進む一方で、情報漏洩などのリスクも増大

し、誰もが消費者トラブルに巻き込まれるおそれがある。デジタルデバイドの拡大に伴う

情報弱者への対応も不可欠である。 

 

［都民向け消費者教育（消費生活講座）］ 
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○ 消費者の多様性に配慮した教育の提供 

国際化や、多様な人々の社会参画が進む中で、消費生活情報を得にくい在住外国人・障

害者などが消費者トラブルに巻き込まれることを防ぐため、消費者の多様性に配慮した消

費者教育を提供する必要がある。 

 

（３）今後の取組の方向性 

○ デジタル技術を活用したサービスの提供の推進 

デジタル化の進展、社会情勢の変化を踏まえ、事業目的や効果・費用等を勘案しつつ、

最新の技術を導入して講座・教材等のオンライン化を進めるほか、それに伴う最適なコン

テンツ内容・提供方法について適宜見直しを行うなど、都民の利便性向上につながる事業

展開に取り組む必要がある。 

 

○ 全ての消費者に行き届く教育機会の確保 

誰もが陥る可能性があるデジタル社会の身近な消費者トラブルについて、講座等を活用

して広く啓発する必要がある。その際は、被害に遭わないための注意喚起だけでなく、被

害に直面した際の対処方法や、相談窓口の存在とその活用についての周知も肝要である。 

加えて、情報弱者に対して、わかりやすい受講案内・啓発を行うほか、都が推進するデ

ジタル化の動向を踏まえ、デジタルスキルアップのための情報提供を行うなど、デジタル

社会において取り残される消費者が出ないよう消費者教育の創意工夫を図る必要がある。 

 

○ 多様な消費者に寄り添える環境の整備 

在住外国人に対するやさしい日本語での情報提供、障害者に対する合理的配慮など、多

様な消費者に消費者教育が届きやすい環境を整備するとともに、関係機関等とも連携し、

必要に応じて多様性に配慮した教育コンテンツの提供に取り組む必要がある。 
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３ 持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の促進 

（１）これまでの取組 

  SDGsの目標 12「つくる責任 つかう責任」では、「持続可能な生産・消費形態の確保」が

掲げられており、エシカル消費と特に関連する取組である。フェアトレード商品の購入、地

産地消、森林保全につながる製品購入など、日々の暮らしの中でエシカル消費を実践するこ

とで、持続可能な生産消費形態が確保されるだけでなく、生産者や労働者の生活改善、女性

の自立など、SDGsの様々な目標達成に大きく貢献することになる。 

 

 
 

こうしたエシカル消費推進の意義を踏まえ、これまで都では、エシカル消費の理念を広く

都民に普及啓発し、理解の促進を図るため、多くの事業を展開してきた。一例を挙げると、

平成 30(2018)年度には、動画や特設ページ、キャッチフレーズ「ちょっと考えて、ぐっとい

い未来 エシカル消費」を作成した。令和元(2019)年度は、大学キャンパス 101 か所でチラ

シやグッズを配布し、令和２(2020)年度は、都内スーパーマーケット 46店舗で関連商品コー

ナーの設置やチラシ等の配布を実施した。令和３(2021)年度は、デジタル絵本の作成や出前

講座のカリキュラム作成を行っている。 

こうした取組の結果、令和２(2020)年度に実施したエシカル消費の認知度調査では、平成

28(2016)年度と比較して、認知度が 9 ポイント増加しており、都の取組が、認知や関心のき

っかけに一定程度の貢献を果たしてきたものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［エシカル消費の認知（経年比較）］ 

東京都生活文化局「若者の消費者被害に関する調査」（令和３（2021）年２月） 

令和２年度
( n = 2,400 )

平成28年度
( n = 2,400 )

15.2

6.1

22.9

14.2

62.0

79.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 言葉は聞いたことがあるが、内容までは知らない 知らない 



 

46 

（２）課題 

  新型コロナ感染拡大の影響を受け、地球環境や社会問題に関して、消費者の意識が高ま

っている。一方で、企業側は、サステナビリティの取組を今後の成長戦略の中で一層重要

視するようになっている。こうした消費者のニーズと企業側の取組が接近している現状を

好機と捉え、消費者と企業双方のマインドチェンジを加速していくには、次の課題がある。

〇 都民がエシカル消費を実践しやすい環境の構築 

「エシカルな商品はどこで購入できるのか」、「何がエシカル消費につながるのか」、「自

分の身近な場所でやれることは」等の情報を、都民にわかりやすく伝えていくとともに、

実践できる「仕掛け」が必要である。 

 

○ 事業者との協働による消費行動につながる取組が必要 

消費者のニーズと企業側の取組が接近している今の状況を捉えて、エシカル消費に資す

る活動に取り組む民間企業等を更に増やしていくとともに、そういった企業等の商品やサ

ービスの購入を消費者に促す仕組みが必要である。 

 

（３）今後の取組の方向性 

○ 民間企業等と構築するプラットフォームによる都民の行動変容につながる協働プロジ

ェクトの展開 

エシカル消費をより多くの人が実践していくには、これまでの普及啓発から一歩進んだ、

行動変容を促す取組が必要である。そのためには、行政と民間企業等が一緒にムーブメン

トを作っていくプラットフォームを構築し、共に盛り上げていくパートナーを募ることが

重要である。いわゆるエシカルウォッシュ（※）の参入を回避しつつ、公募等を行い、幅広

い業種から参画をしてもらうとともに、取組実績のある民間企業や関係機関、NPO 等へも

協力を呼びかけていくことを期待する。 

（※ エシカルウオッシュ：エシカルを標榜しながら実際にはエシカルでない偽装） 

 

（プラットフォームを活用した取組） 

・ 都民をエシカル消費の実践につなげる情報の発信 

例：参加企業等の情報（活動内容、商品や店舗情報等）の発信 

   エシカル消費につながる商品の購入やリペアサービスの利用可能な場所の紹介 

・ プラットフォームを土台にした企業等との協働プロジェクトの展開 

例：フェアトレード商品等が買えるマーケット 

商品の製造過程に携われる体験型イベント 

エシカル消費に関する都民向けのフォーラム 

企業等に対するエシカル消費の普及啓発（従業員の意識改革、消費者志向経営へ

つなげる） 
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 政策５ 消費者被害の救済  

１ 消費生活トラブルの解決に向けた相談対応 

（１）これまでの取組 

ア 消費生活相談 

都では、一般の消費生活相談窓口のほかに、相談が多く寄せられている高齢者被害専用

の相談窓口、ヘルパー等からの高齢者被害通報や問い合わせ用の「高齢消費者見守りホッ

トライン」等を需要に応じて開設し、相談対応を行っている。 

また、日本語による相談が困難な外国人を対象に外国語（英語､中国語､韓国語）の通訳

を利用した三者間通話による電話相談や聴覚障害者を対象としたメール相談及びタブレッ

ト端末を介した遠隔手話通訳の活用など多様な都民に対し利便性の向上を図っている。 

その他、悪質事業者に狙われやすい年齢層や消費生活に影響の大きいテーマに対象を特

定し、集中的に相談を受け付ける特別相談を実施している。 

  

イ 高度専門的な相談への対応 

東京都消費生活総合センターでは、相談員を 10 の専門分野グループ別に配置し、相談内

容の集中的な情報収集・分析を行い相談処理の向上を図っている。 

 

［相談員の専門分野グループ］ 

指導育成班 法制度・学習 サイドビジネス 美容等 

不動産 金融・多重債務 
通信・デジタル 
コンテンツ 

旅行等 

高齢者支援 安全・表示 

 

高度複雑化する相談を適正に処理するため、弁護士、一級建築士、医学博士、IT専門家等

を消費生活相談アドバイザーとして委嘱し、専門的な助言を受けている。 

また、近年、心の病気等を抱える相談者等が増えてきており、こうした相談者に適切に対

応するとともに、都及び区市町村の相談員及び職員の精神的な負担を軽減するため、精神保

健福祉士を消費生活相談カウンセラーとして委嘱するなど対応の充実を図っている。 

 

ウ 相談テスト 

商品・サービスによる事故や不具合等に関する消費者からの相談について、当該商品等

に係る事故原因の究明テストや、商品等に関連する技術情報の提供を行うことにより、相

談解決に資する技術的支援を行っている。 
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エ 区市町村の消費生活相談窓口の支援 

都民に身近な窓口である区市町村の消費生活相談窓口を支援するため、相談員等に対す

る研修の実施や、情報連絡会を定期的に開催して情報共有を行うほか、相談処理に必要な

最新情報を提供するための消費生活相談支援サイトの運営、消費生活相談アドバイザーや

消費生活相談カウンセラーなどの都の専門家制度を活用した支援、区市町村からの相談処

理に係る照会に対する助言等を行っている。 

  

オ 消費者被害救済委員会 

東京都消費生活総合センターや区市町村の消費生活相談窓口等に寄せられた苦情・相談

のうち、都民の消費生活に著しい影響を及ぼし、又は及ぼすおそれのある紛争等について、

公正かつ速やかな解決を図るため、消費者被害救済委員会であっせんや調停を行っている。 

 

（２）課題 

技術革新に伴う社会のデジタル化やグローバル化の進展など、社会情勢の変化に伴い、

高度化・複雑化・多様化する相談の増加により、相談案件処理が困難化している。また、

契約トラブル等を抱えているが相談に至らない潜在的な相談者も一定数いると思われる。

そうした都民への支援に関しては、以下の課題がある。 

○ 新しいサービス・技術等への対応 

社会情勢の変化に伴い新しいサービスや技術等が日々生み出され、相談内容が高度化・

複雑化する中、相談員の情報収集、知識習得による相談対応能力の向上と、消費者が自ら

問題を解決するために必要な支援が求められている。 

 

○ 多様な相談主体への対応 

日本語による相談が困難な外国人や自ら問題を解決することが難しい状況にある高齢

者・障害者等、多様な主体からの相談に柔軟に対応していくことが求められている。 

 

（３）今後の取組の方向性 

○ 新たなサービス・技術等に対する相談体制の強化 

 ・高度専門相談の充実 

    新たなサービスや取引形態の普及に伴う相談の高度化・複雑化に対応するには、社会

情勢の変化に即して消費生活相談アドバイザー制度や相談員向け研修を拡充し、組織的

に相談員の対応能力を向上させることが重要である。 

また、商品の品質等について高度な技術を必要とする相談に対応していくため、専門

機関等との連携を深めていくことも必要である。 

加えて、通常の相談によるあっせんが困難で、専門的知見が解決に必要な案件につい

ては、消費者被害救済委員会を積極的に活用していくことも重要である。 
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・区市町村支援の充実・強化 

     区市町村の消費生活相談窓口を支援するため、連携をより一層強化し、情報の相互共

有を推進することが重要である。また、都が運営している消費生活相談支援サイトの活

用の促進を図るべきである。 

   

・新たな情報通信技術の活用 

契約トラブルを抱えていても相談までには至らない消費者が自ら情報収集して問題

解決を図れるよう、AIを活用した「よくある相談」のチャットボット等の開発・運用、

全国的なシステム展開の早期実現に向け、国に対して積極的な働きかけを実施すること

が必要である。 

 

○ 多様な主体への相談体制の充実 

・外国語相談の多言語化 

     外国語による三者間通話等の通訳サービスについて、グローバル化を見据え、今後は

対応可能な言語を拡充し、日本語でのアクセスが難しい都民からの相談受付体制を強化

する必要がある。 

 

 ・ 高齢者への相談対応力強化 

     現在も、判断力が低下している高齢者を狙った悪質な事業者による被害は多数発生し

ており、今後も高齢化の進行に伴い被害の増加が予想される。都では福祉部門とも連携

し、相談者が居住する区市町村の協力を得ながら、相談に対応している。今後について

も、地域における見守りネットワークを活用する等、さらに区市町村と連携し、一人で

問題を解決することが難しい高齢者への対応を強化していく必要がある。 

 

・ 障害者等への相談対応力強化 

  都内消費生活センターで受け付けた相談には、心身障害等に起因して、自ら問題を整理 

し、解決することが難しい相談者等からの相談も多い。こうした配慮が必要な相談者に

寄り添ってきめ細かく対応するため、消費生活相談カウンセラー制度の活用を推進する

必要がある。また、障害者等の自立を支援する専門機関等と連携して、相談時の付き添

いなど問題解決のために必要な支援を実施することも重要である。  
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その他（各政策共通） 

１ 区市町村をはじめ多様な主体との連携による施策の推進 

計画を着実に推進していくため、国、他道府県、庁内関係各局、消費者団体、事業者、

事業者団体等と連携するとともに、区市町村の消費生活行政を支援することで、都全域で

の消費生活行政を適切に推進する必要がある。 
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付 属 資 料 

 

 

１ 諮問文 

 

２ 第２６次東京都消費生活対策審議会委員名簿 

 

３ 第２６次東京都消費生活対策審議会検討部会委員名簿 

 

４ 東京都消費者教育推進協議会委員名簿 

 

５ 第２６次東京都消費生活対策審議会審議経過 
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  ３生消企第９３号 

 

    東京都消費生活対策審議会 

 

 

東京都消費生活条例第４５条の規定に基づき、下記の事項について

諮問する。 

 

令和３年５月２０日 

 

 

        東 京 都 知 事   小 池  百 合 子 

 

 

記 

 

東京都消費生活基本計画の改定について 
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諮 問 事 項 

 

「東京都消費生活基本計画の改定について」 

 

 

諮 問 の 趣 旨 

 

都は、これまでも、主体的な消費行動への変革の促進、情報通信技

術の進化やグローバル社会への対応、様々な主体のつながりと連携に

よる取組の強化という３つの視点に立ち、不適正な取引行為等の排除、

ライフステージに応じた消費者教育の推進、消費生活相談体制の充実

など、積極的に消費生活行政を推進してきた。 

その最中、昨年来の新型コロナウイルス感染症の拡大は、「新しい日

常」への適応とそれに伴う消費行動の変化、急速なデジタル化の進展

など、都民の生活全般に大きな影響を及ぼしており、こうした変化に

伴う新たな消費者トラブルも発生している。 

都は、コロナ禍を乗り越えて、成長と成熟が両立した持続可能な社

会の形成を目指している。こうした持続可能な社会の形成に重要な消

費生活の安全・安心を確保するとともに、多様な主体との連携を図り

ながら、消費生活行政をさらに積極的に推進していく必要があること

から、令和５年度から令和９年度までの５年間の指針となる「消費生

活基本計画の改定について」諮問するものである。 
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第２６次東京都消費生活対策審議会委員名簿 

任期：令和２年５月２０日～令和４年５月１９日 

  氏     名 現     職 

  石戸谷 豊  弁護士 

  井上 淳  日本チェーンストア協会専務理事 

  岡本 こうき  東京都議会議員 

  沖野 眞已  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

  小野 由美子  東京家政学院大学現代生活学部准教授 

  柿野 成美 
 公益財団法人消費者教育支援センター 

 専務理事 首席主任研究員 

会長代理 鹿野 菜穂子  慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

  栗林 のり子  東京都議会議員 

  小浦 道子  東京消費者団体連絡センター事務局長 

  小松 大祐  東京都議会議員 

  斉藤 まりこ  東京都議会議員 

  坂倉 忠夫  公益社団法人消費者関連専門家会議専務理事 

  末吉 里花  一般社団法人エシカル協会代表理事 

  角田 真理子  明治学院大学法学部消費情報環境法学科教授 

  坪田 郁子  公益社団法人全国消費生活相談員協会専務理事 

  湊元 良明  東京商工会議所理事 事務局長 

  西田 佳史  東京工業大学工学院機械系教授  

会長 野澤 正充  立教大学法学部教授 

  原田 由里  一般社団法人ＥＣネットワーク理事 

  平澤 慎一  弁護士 

  平野 祐子  主婦連合会副会長 社会部部長 

  福島  りえこ 東京都議会議員 

  松谷 茂  一般財団法人東京私立中学高等学校協会総務部長 

  宮原 恵子   特定非営利活動法人東京都地域婦人団体連盟理事 

  吉田 寿美 東京都公立高等学校長協会副会長 

専門員 岡崎 竜子 東京都金融広報委員会事務局長 

  田中  義正 東京都民生児童委員連合会常任協議員 

  山浦 拓也 公益財団法人東京都私学財団事務局長 
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第 26 次東京都消費生活対策審議会 

検討部会 委員名簿 

役職等 氏  名 現   職 

部会長 鹿野 菜穂子 慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

  坪田 郁子 公益社団法人全国消費生活相談員協会専務理事 

  湊元 良明 東京商工会議所理事 事務局長 

  西田 佳史 東京工業大学工学院機械系教授  

  原田 由里 一般社団法人ＥＣネットワーク理事 
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東京都消費者教育推進協議会 

(第 26 次東京都消費生活対策審議会部会) 委員名簿 
    

役職等 氏  名 現   職 

  小野 由美子 東京家政学院大学現代生活学部准教授 

  柿野 成美 

公益財団法人消費者教育支援センター 

専務理事 首席主任研究員 

  湊元 良明 東京商工会議所理事 事務局長 

  末吉 里花 一般社団法人エシカル協会代表理事 

  坪田 郁子 公益社団法人全国消費生活相談員協会専務理事 

部会長 平澤 慎一 弁護士 

(専門員) 岡崎 竜子 東京都金融広報委員会事務局長 

(専門員) 田中  義正 東京都民生児童委員連合会常任協議員 

(専門員) 山浦 拓也 公益財団法人東京都私学財団事務局長 
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第２６次東京都消費生活対策審議会審議経過 

  

（１）総会 

開 催 日 審 議 事 項 等 

第２回 

令和３年５月２０日 

・東京都消費生活基本計画の改定について（諮問） 

・部会の設置と部会委員及び部会長の指名 

 

（２）部会 

開 催 日 審 議 事 項 等 

第１回検討部会・第２回

東京都消費者教育推進 

協議会（合同部会） 

令和３年７月８日 

・「政策１ 消費者被害の未然防止と拡大防止」の検討 

・「政策３ 消費生活の安全・安心の確保」の検討 

・「政策４ 消費者教育の推進と持続可能な消費の普及」の検討 

・「計画全体を貫く視点の更新案」の検討 

第２回検討部会 

令和３年８月３１日 

・「政策２ 不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成」の

検討 

・「政策５ 消費者被害の救済」の検討 

第３回検討部会・第３回

東京都消費者教育推進 

協議会（合同部会） 

令和３年１０月１２日 

・東京都消費生活基本計画の改定について 中間のまとめ（案）

について 

 

 

 


